（様式１）

令和　　年　　月　　日

（宛先）金沢市公営企業管理者

所 在 地

商号又は名称
代 表 者　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号

参　加　表　明　書

　下記業務について、金沢市企業局公営企業会計システム構築業務委託公募型プロポーザル実施要領に基づき、参加表明書を提出します。
　なお、提出書類の内容は事実と相違ないことを誓約します。
記

業務名　　金沢市企業局公営企業会計システム構築業務委託
　　　提出書類
　　　　様式２　　　誓約書

様式３　　　実績調書

添付書類１　ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）又はプライバシーマークの登録証（写し）

添付書類２　実績調書（様式３）の内容を確認できるもの（契約書の写し等）

（連絡先）

所属部署

電話番号
FAX番号
E-mail
（様式２）

　令和　　年　　月　　日

（宛先）金沢市公営企業管理者

所 在 地

商号又は名称
代 表 者　　　　　　　　　　　　　　　印
誓　約　書
　金沢市企業局公営企業会計システム構築業務委託公募型プロポーザル実施要領に基づき、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。
記

	１
	金沢市入札参加資格者指名停止措置要領に基づく指名停止期間中である者。

	２
	役員（役員として登記又は届出がされていないが、事実上経営に参画している者を含む。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団関係者（暴力団の構成員及び暴力団に協力し、又は関与する等これと交わりを持つ者をいう。）と認められる者。

	３
	会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）

	４
	民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）

	５
	金沢市企業局公営企業会計システム構築業務委託業者選定委員が自ら主宰し、又は役員、顧問として実質的に関係する組織に所属する者。


（様式３）

実　績　調　書
　金沢市企業局公営企業会計システム構築業務委託公募型プロポーザル実施要領「４ 応募資格-(1)応募者の資格要件-エ 実績」に規定する業務実績について記入すること。
（参加申込者名称　　　　　　　　　　　　　　　）
令和４年　月　日
	業務の名称
	発注者
	受託期間
	契約金額（税込）

	
	
	　　　　　　～
　　　　　　　
	

	
	
	　　　　　　～
　　　　　　　
	

	
	
	　　　　　　～
　　　　　　
	

	
	
	　　　　　　～
　　　　　　　
	

	
	
	　　　　　　～
　　　　　　　
	

	
	
	　　　　　　～
　　　　　　　
	

	
	
	　　　　　　～
　　　　　　　
	


	１
	「４ 応募資格-(1)応募者の資格要件-エ 実績」に規定する業務実績をすべて記載すること。
人口20万人以上の地方公共団体において、水道事業・工業用水道事業・下水道事業のいずれか２事業以上を同時に運用できる公営企業会計システムの構築業務を受託した実績があること。

	２
	必ず契約書、仕様書など上記実績と業務内容が確認できる書類（写し可）を添付すること。


